
平成 1４年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 13年 11月 15日

上   場   会   社   名     呉羽化学工業株式会社 上場取引所東　大

コード番号      4023 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　阿久根豊 TEL (03) 3249 - 4662
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 15日

米国会計基準採用の有無　　　　　　　　無

１. 1３年 9月中間期の連結業績（平成 1３年 4月 1日 ～ 平成 1３年 9月 30日）
(1)連結経営成績 　　　　（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 66,477 △1.3 1,837 18.3 987 15.9
12年 9月中間期 67,336 - 1,553 - 851 -
13年 3月期 145,311 6,272 4,700

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 △   288 - △ 1.41 -
12年 9月中間期 △ 1,058 - △ 4.96 -
13年 3月期 1,704 8.06 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期  △71 百万円    12年 9月中間期  28 百万円    13年 3月期  55 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期  204,787,139 株　12年 9月中間期  213,257,337 株　13年 3月期  211,430,070 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本      株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 198,805 90,033 45.3 447.05
12年 9月中間期 189,932 84,007 44.2 396.78
13年 3月期 191,154 85,639 44.8 412.54
（注）期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期  201,394,598 株　12年 9月中間期  211,720,566 株　13年 3月期  207,589,380 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 3,418 △ 2,636 △ 3,181 10,658
12年 9月中間期 3,880 △ 3,766 △ 2,453 14,107
13年 3月期 9,873 △ 4,716 △ 8,421 13,060

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  42　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）1　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 1４年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 147,000 4,900 2,700
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   13 円 41 銭 



１．企業集団の状況 

 
当企業集団は、当社（呉羽化学工業株式会社）および子会社４２社、関連会社６社から構成され、機能

製品、化学製品、樹脂製品の製造・販売をその主な事業内容とし、更に各事業に関連する設備の建設・補

修、物流、環境対策およびその他のサ－ビス等の事業活動を行っております。 
 
当企業集団の事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りであります。 

 
（１） 機能製品事業（当社および子会社６社、関連会社１社） 
 
・ 当社は、機能樹脂、炭素製品の製造・販売を行っております。 
・ 日本シンガポ－ルモディファイヤ－㈱が投資を行っておりますクレハ・ケミカルズ（シンガポ－ル）

Pte.Ltd.は、シンガポ－ルにおいてＭＢＳ系耐衝撃強化剤、アクリル系耐衝撃強化剤等のモディフ
ァイヤ－樹脂の製造・販売を行っており、当社は同社に対し技術供与を行っております。 
・ クレハ・ケ－ピ－エス Inc.は、米国において PPS 樹脂の製造・販売を行っておりますフォ－トロ
ン・インダストリ－ズに投資を行っております。 
・ クレハ・ケミカルズ GmbHは、欧州において当社の各種機能製品の販売を行っております。 
・ クレハレンテック㈱は、光学材料の製造を行っており、当社は同社製品の購入を行っております。 
・ ロ－ム・アンド・ハ－ス（スコットランド）Ltd.は、イギリスにおいてＭＢＳ系耐衝撃強化剤、ア
クリル系耐衝撃強化剤等のモディファイヤ－樹脂の製造・販売を行っており、当社は同社に対し技

術供与を行っております。 
 
（２） 化学製品事業（当社および関連会社４社） 
 
・ 当社は、合成樹脂、無機薬品、有機薬品、医薬品、動物用医薬品、農薬、農材の製造・販売を行っ

ております。 
・ ルトガ－ス・クレハ・ソルベンツ GmbH は、ドイツにおいて感圧複写紙用溶剤の製造・販売を行
っており、当社は同社に対し技術供与を行っております。 

 
（３） 樹脂製品事業（当社および子会社 12社） 
 
・ 当社は、食品包装材、家庭用品、合成繊維等の原料の供給および製品の販売を行っております。 
・ 呉羽プラスチックス㈱は、食品包装材の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給す

る一方、同社製品の購入を行っております。 
・ 呉羽合繊㈱は、合成繊維の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給する一方、当社

は同社製品の一部の購入を行っております。 
・ 加古川プラスチックス㈱は、金属蒸着樹脂製品の製造・販売を行っております。 
・ クレハロン・インダストリ－B.V.は、オランダにおいて食品包装材の製造・販売を行っており、当
社は同社に対し、原料を供給しております。 
・ クレハ・ヨ－ロッパ B.V.は、クレハロン・インダストリ－B.V.に対し投資を行っている他に、欧
州における食品包装材事業の子会社であるクレハロン・フランス S.A.、クレハロン・ベネルックス
N.V.、クレハロン・ユ－ケ－Ltd.およびクレハロン・シンクレア・パッケ－ジング B.V.に対する
投資を行っております。 
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（４）その他事業（子会社 24社、関連会社１社） 
 
・ 呉羽運輸㈱は、運送および倉庫業務を行っており、当社は同社に対し同業務の一部を委託しており

ます。 
・ 呉羽テクノエンジ㈱は、産業設備の設計・工事監理および運転保守管理を行っており、当社は同社

に対し同業務の一部を委託しております。 
・ クレハ建設㈱は、土木・建築工事の施工請負を行っており、当社は同社に対して同業務の一部を委

託しております。 
・ 呉羽環境㈱は、産業廃棄物の処理および工場施設内の物流業務を行っており、当社は同社に対して

同業務の一部を委託しております。 
・ 錦商事㈱は、機能製品・化学製品・樹脂製品等の販売を行っており、当社は製品の一部を同社を通

じて販売を行うと共に、原料の一部について同社を通じて購入しております。 
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企業集団等の状況　系統図

（機能製品事業） （樹脂製品事業）

ｸ ﾚ ﾊ ﾚ ﾝ ﾃ ｯ ｸ ㈱ 製品の購入 ｸﾚﾊ･ﾖ-ﾛｯﾊﾟB.V.

投

日本ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｸﾚﾊﾛﾝ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰB.V. 資

ﾓﾃﾞｨﾌｧｲﾔｰ㈱

　　　↓　　 投資 親 ｸﾚﾊﾛﾝ･ﾌﾗﾝｽS.A.

ｸﾚﾊ･ｹﾐｶﾙｽﾞ(ｼﾝｶﾞ 　原料の供給

ﾎﾟｰﾙ)Pte.Ltd. 技術供与 会 ｸﾚﾊﾛﾝ･ﾍﾞﾈﾙｯｸｽN.V.

ｸﾚﾊ･ｹﾐｶﾙｽﾞGmbH 製品の販売 社 ｸﾚﾊﾛﾝ･ﾕｰｹｰLtd.

ｸﾚﾊ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ｸﾚﾊﾛﾝ･ｼﾝｸﾚｱ･

･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ 製品の販売 呉 ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞB.V.

ｸﾚﾊ･ｹｰﾋﾟｰｴｽInc. 羽 　製品の購入 呉羽ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ㈱

ﾛｰﾑ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊｰｽ 化 　製品の購入 呉 羽 合 繊 ㈱

(ｽｺｯﾄﾗﾝﾄﾞ)Ltd. 技術供与

学 加古川ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ㈱

（その他事業） 工 　製品の購入 三晃ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ㈱

呉 羽 運 輸 ㈱  　製品の運送保管の委託 業 その他２社

（連結子会社２社を含む）

呉羽 ﾃ ｸ ﾉ ｴ ﾝ ｼ ﾞ ㈱  工場設備設計･工事監督等の委託 ㈱

ク レ ハ 建 設 ㈱  　工場設備建設の委託 （化学製品事業）

呉 羽 環 境 ㈱産業廃棄物処理、工場内物流業務の委託 ﾙﾄｶﾞｰｽ･ｸﾚﾊ･
技術供与等 ｿﾙﾍﾞﾝﾂGmbH

錦 商 事 ㈱ 　原料の購入

その他　３社※

㈱ ｸ ﾚ ﾊ 分 析 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 検査業務の委託

呉 羽 興 産 ㈱ 不動産管理等の委託

その他１８社※ 連結子会社　　　  ４２社

        （連結子会社１７社を含む）

持分法適用会社　　  ２社

※関連会社で持分法非適用会社    ４社

注）その他事業の錦商事㈱につきましては、親会社の機能・化学・樹脂製品の一部の販売も行っております。
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２．経 営 方 針 
 
 

 
（１）経営の基本方針 

 
  当社グループは、利益ならびに資産効率の向上を達成すべく、「製品・商品群の変革」なら

びに「トップから担当者までの意識・行動の変革」を目指して運営してまいります。グル－

プ各社を含めた事業の選択と資源の集中、意思決定から実行までのスピ－ド・アップ、資産

効率の向上を図り、グル－プ全体の体質強化を実現し、企業価値を高めてまいります。 
 
 
（２）利益配分に関する基本方針 
 
当社は、まず利益を向上させ、また、資産効率を高めることにより企業価値を向上させる

ことが株主の皆様の利益につながるものと考えております。利益の配分については、業績変動

の影響はあるものの、まず安定的・継続的な配当を実施することが肝要であり、その上で企業

体質の強化・将来の事業展開に備えた内部留保等に充当することを基本方針としております。

内部留保資金については重点事業分野における新設・増設投資、研究開発投資に充当するほか、

株主への利益還元の一環として自社株式の買い入れ消却を継続的に実施しております。 
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（３）中長期的な経営戦略 
 
本年度を初年度とする中期経営計画（中計ＤＣ）においては、製品・商品群の変革、トッ

プから担当者までの意識・行動の変革（Dynamic Conversion）、株主・取引先・地域社会等
のステ－クホルダ－と開かれた関係の確立（Disclosure ＆ Communication）、社会のウオ
ンツ・ニ－ズを把握し、開発と商品化を促進する（Development ＆ Commercialization）
をモット－とし、以下の経営目標を掲げております。 
① 顧客ニ－ズ尊重の販売・研究開発・生産による売上高増加と高水準利益の確保 
② 呉羽グル－プとしての事業ドメインの明確化とグル－プ総合力の強化 
③ 株主資本価値重視の経営 
④ 経済環境・産業構造の変化および技術革新に柔軟に対応する組織構造 
⑤ 環境保護・安全確保優先の企業体質 
⑥ 業務効率の改善と人材育成 
事業戦略としては、 
① 情報通信、電気・電子、自動車分野を対象とする機能樹脂、電池材料、炭素製品の事

業拡大 
② 新包装材料の投入による樹脂加工品事業の拡大 
③ 既存医薬品の販売力強化と新規医薬品の展開加速 
④ 適応拡大、海外展開の加速による農薬事業の拡大 
⑤ ブランド力強化とチャネル活用によるコンシュ－マ－・グッズの市場への一層の浸透と

利益の向上 
  を掲げ、この事業戦略を支援すべく財務戦略（資産効率の向上など）、組織、人事戦略（成

果主義に基づく処遇など）、研究開発戦略（売上高、営業利益中の新製品比率の向上など）

および工場・間接部門の対処方針を策定・実施しております。 
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３．経 営 成 績 
 
（１）当中間期の概況 
 
当上半期のわが国経済は、従来からの不良債権処理、デフレ経済の浸透などの構造的な問題に加え、

年初以降の情報技術（ＩＴ）分野の世界的な不況が重なり、新たな複合不況の様相を深めてまいりまし

た。更に、米国での同時多発テロ事件の発生により米国経済の早期回復が遠のき、先行きの不透明感か

ら投資、消費の冷え込みが加速化されることが懸念されております。 
化学業界におきましては、世界的な景気の低迷に伴う需要減退により石油化学製品をはじめとして供

給過剰の状態にあり、またＩＴ不況による電子材料の需要が大幅に減少しており、従来にも増して厳し

い事業環境下にあります。 
当社およびグル－プ各社はこのような状況のもとで、炭素繊維・活性炭等の機能製品及び医薬・農薬分

野等付加価値の高い製品の拡販をおこなった結果、売上高は６６４億７千７百万円、営業利益は１８億３

千７百万円、経常利益は９億８千７百万円となり、前上半期に比べ売上高では８億５千９百万円の減収で

はありましたが、営業利益は２億８千４百万円、経常利益は１億３千６百万円の増益となりました。 
中間純損益については、前上半期は退職給付会計に係る積立不足額の処理があり１０億５千８百万円の

損失となりましたが、当上半期は保有株式の評価減７億円を費用計上した結果、２億８千８百万円の損

失計上となり、前上半期に比べ７億７千万円改善されました。 
 
セグメント別の業績の状況は、次の通りであります。 
  
機 能 製 品 事 業 
 
 ＰＰＳ樹脂及びふっ化ビニリデン樹脂は、半導体等電子・電機素材用途は需要の減退により売上げは

減少いたしましたが、その他の工業用素材用途の拡販を行った結果、いずれも前年並みの売上げを維持

いたしました。 
ＭＢＳ系耐衝撃強化剤、アクリル系耐衝撃強化剤等のモディファイヤ－樹脂の売上げは増加いたしま

したが、原材料価格の高騰により収益は大幅に悪化いたしました。 
 炭素製品は、熱処理炉用断熱材用途の炭素繊維は積極的な拡販を図り売上げは増加し、また、球状活性

炭についても欧州において売上げが大幅に増加いたしました。 
 以上の結果、本事業分野の売上高は１２０億６千３百万円、営業利益は２億８千８百万円となり、前年

同期に比べ、売上高は８億６千９百万円増加いたしましたが、営業利益は１千６百万円の減益となりまし

た。 
 
化 学 製 品 事 業 
 
 塩化ビニル樹脂および苛性ソ－ダ、塩化物等の工業薬品分野は、事業環境悪化の中で前年度に引き続

き採算を重視した販売を行った結果、売上げは横ばいに推移いたしました。 
医薬・農薬分野では、慢性腎不全用剤「クレメジン」が好調に推移し、売上げは大幅に増加いたしま

した。また、医薬開発品の事業提携に伴う技術料収入がありこの部門での収益は大幅に改善されました。 
以上の結果、本事業分野の売上高は１３８億５千２百万円、営業利益は１３億１千１百万円となり、

前年同期に比べ、売上高は１１億２千７百万円増加し、営業利益は１６億 6 千６百万円の増益となりま
した。 
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樹 脂 製 品 事 業 
 
業務用食品包装材は、欧州における狂牛病、口蹄疫病の発生に伴う需要の減退により売上げは減少い

たしました。また国内においては、金属蒸着フィルム、樹脂加工品等の電子・電機関連素材について売

上げが大幅に減少いたしました。 
コンシュ－マ－・グッズ分野においても、家庭用食品包装材「NEWクレラップ」は、価格の低下によ
り売上げが減少し、釣り糸「シ－ガ－」は、市場の低迷により販売量、売上げともに減少いたしました。 
そのほか、中国向けの塩化ビニリデンコンパウンド、包装機械も売上げが減少いたしました。 
以上の結果、本事業分野の売上高は２２８億２千９百万円、営業損失は３千３百万円となり、前年同

期に比べ、売上高は２５億１千７百万円減少し、営業利益は１２億８千５百万円減少いたしました。 
 
そ の 他 事 業 

 
 環境事業は、汚染土壌修復作業等の新規事業が好調に推移いたしましたが、エンジニアリング事業は、

外部工事物件が大幅に減少いたしました。 
以上の結果、本事業分野の売上高は１７７億３千１百万円、営業利益は３億１千１百万円となり、前

年同期に比べ、売上高は３億３千８百万円減少し、営業利益は１千３百万円減少いたしました。 
 
 
（２）キャッシュ・フロ－の状況 
 
当中間期の「営業活動によるキャッシュ・フロー」は３４億１千８百万円の収入となりました。税金

等調整前中間純損失は１４億７千万円改善したものの、利息及び配当金の受取額の減少、法人税等の支

払額の増加により前年同期に比べ４億６千２百万円資金減少いたしました。設備投資は環境対策工事の

他、更新工事を中心に低調であり、また米国でのＰＰＳ樹脂製造会社フォートロン・インダストリーズ

からの貸付金回収がすすんだことから、「投資活動によるキャッシュ・フロー」は前年同期に比べ１１

億３千万円資金増加し２６億３千６百万円の支出にとどまりました。また１３年３月期の期末配当を１

円増配し、前期に引き続き自社株消却を６５６万２千株、２４億５千２百万円実施して株主の皆様への

還元をすすめた結果、「財務活動によるキャッシュ・フロー」は前年同期に比べ７億２千８百万円資金

減少し３１億８千１百万円の支出となりました。 
資産効率向上のため、手持ちの現預金を圧縮する経営をすすめている結果、当中間期末の現金及び現

金同等物残高は１０６億５千８百万円となり、前期末に比べ２４億１百万円減少いたしました。 
 
 
（３）通期の見通し 
 
今後のわが国の経済見通しにつきましては、ＩＴ不況に伴う設備投資、個人消費の減少に加え米国景

気の影響、不良債権やデフレ等の構造的問題が未解決の状況などにより、今年度についてはマイナス成

長を避けられない状況にあります。 
このような状況に対し、当社およびグル－プ各社は、今年度を初年度とする中期経営計画に基づき、

利益ならびに資産効率の向上を図るべく重点事業分野に資源を集中的に投入し、当初の年間利益目標を

達成すべく更なる努力を重ねて参ります。 
通期の連結業績見通しといたしましては、売上高は前期比 1.2％増の１，４７０億円、営業利益は前期
比 9.7％増の６８億円、経常利益は前期比 4.3％増の４９億円を見込んでおります。当期純利益につきま
しては、一部連結子会社の事業見直しに伴う損失の計上を見込んではおりますが前期比 58.8％増の２７
億円を見込んでおります。 
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４ . 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

 

（１）中間連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
(平成13年9月30日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

前連結会計年度 
 

(平成13年３月31日現在) 
        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
  
Ⅰ 
〈 資 産 の 部 〉 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
有 価 証 券 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産  

そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 

１０，６５８ 
４０，０９７ 
２１１ 

２４，０５２ 
８８７ 
２，９６８ 
△   ４５４ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

１４，１０７ 
３７，７５６ 
５０４ 

２４，８６１ 
    ８９０

   ３，０８１ 
△   ３４２ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

１３，０６０ 
４５，５７１ 
２２７ 

２１，７２３ 
    ８４０ 
２，４３９ 
△ ４６４ 

 
% 

 
 
Ⅱ 
１． 

流 動 資 産 合 計 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建物及び構築物 
機械装置及び運搬具 
工 具 器 具 備 品 
土 地

建 設 仮 勘 定 

７８，４２２ 
 
 
 

２６，６７４ 
２４，７６３ 
２，２８７ 
１４，５４１ 
１，８６０ 

39.4 ８０，８６０ 
 
 
 

２６，６８５ 
２５，５０４ 
２，４５７ 
１４，７７６ 
２，２９０ 

42.6 ８３，３９９ 
 
 
 

２６，７０６ 
２５，８３６ 
２，３６３ 
１４，４９３ 
１，９６５ 

43.6 

 
 
２． 

有形固定資産合計 
 

無 形 固 定 資 産 
 

７０，１２７ 
 

２，０５７ 

35.3 
 

1.0 

７１，７１４ 
 

１，５２７ 

37.7 
 

0.8 

７１，３６５ 
 

１，７６４ 

37.4 
 

0.9 

３．投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
出 資 金  

長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産  

そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
３６，９５３ 
３，１４４ 
５，４９０ 
１，０１７ 
１，８２８ 
△   ２３６ 

  
２４，０５６ 
２，６０５ 
５，６０７ 
１，５１９ 
２，２７１ 
△   ２３０ 

  
２２，５７６ 
２，９１５ 
５，６４９ 
１，６３１ 
２，０６４ 
△   ２１２ 

 

 投資その他の資産合計 ４８，１９７ 24.3 ３５，８３０ 18.9 ３４，６２５ 18.1 
 固 定 資 産 合 計 １２０，３８３ 60.6 １０９，０７１ 57.4 １０７，７５５ 56.4 

資 産 合 計 １９８，８０５ 100.0 １８９，９３２ 100.0 １９１，１５４ 100.0 
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(単位：百万円) 

当中間連結会計期間末 
(平成13年9月30日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

前連結会計年度 
 

(平成13年3月31日現在) 
        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
 
Ⅰ 
〈 負 債 の 部 〉 
流 動 負 債 
支払手形及び買掛金 
短 期 借 入 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
未 払 費 用  

賞 与 引 当 金 
そ の 他 

 
 

２０，６５１ 
４３，７１３ 
４９６ 
５８９ 
４，８６３ 
１，５０８ 
６，１９９ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

１９，９０７ 
４３，８２４ 
３５６ 
３１５ 
４，４３７ 
１，４８４ 
７，２８４ 

 
% 

 
 
 
 
 

 

 
 

２２，０４１ 
４２，４７９ 
２，００８ 
４５６ 
４，７２３ 
１，４２８ 
６，９４０ 

 
% 

 
 
 
 
 

 

 
 
Ⅱ 

流 動 負 債 合 計 
 
固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
繰 延 税 金 負 債  

そ の 他 

７８，０２３ 
 
 

１９，３３６ 
２，４３８ 
６５９ 
５，２８３ 
８４５ 

39.2 
    
    

 
 
 

７７，６０９ 
 
 

２３，１０９ 
１，６９４ 
５２６ 
１３６ 
８３４ 

40.9 ８０，０７９ 
 
 

１９，８３７ 
１，８８５ 
８３３ 
０ 
８８１ 

41.9 

 固 定 負 債 合 計 ２８，５６４ 14.4 ２６，３０２ 13.8 ２３，４３７ 12.3 
１０６，５８７ 

 
 

２，１８４ 
 
 

１２，４６０ 
９，７０１ 
６０，９８１ 
８，１３９ 
△   ８１８ 

53.6 
 
 

1.1 
 
 

6.3 
4.9 

30.6 
4.1 
△0.4 

１０３，９１１ 
 
 

２，０１３ 
 
 

１２，４６０ 
９，７０１ 
６３，４２１ 

－ 
△ １，０２２ 

54.7 
 
 

1.1 
 
 

6.5 
5.1 

33.4 
－ 
△0.5 

１０３，５１７ 
 
 

１，９９７ 
 
 

１２，４６０ 
９，７０１ 
６５，０３３ 

－ 
△ １，００３ 

54.2 
 
 

1.0 
 
 

6.5 
5.1 

34.0 
－ 
△0.5 

９０，４６５ 
 

45.5 
 
８４，５６０ 

 
 44.5 
 

８６，１９２ 45.1 
 

△   ４３２ △0.2 △      ５５３ △0.3 △   ５５２ △0.3 

 
 
 
 
Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 
Ⅳ 
Ⅴ 
 
 
Ⅵ 

負 債 合 計 
 
〈少数株主持分〉  
少 数 株 主 持 分 
 
〈 資 本 の 部 〉 
資 本 金 
資 本 準 備 金 
連 結 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為替換算調整勘定 

 

 
自 己 株 式 
     

資 本 合 計 ９０，０３３ 45.3 ８４，００７ 44.2 ８５，６３９ 44.8 

負債、少数株主持分及び資本合計  １９８，８０５ 100.0 １８９，９３２ 100.0 １９１，１５４ 100.0 

 



           
 

（２）中間連結損益計算書 
（単位：百万円） 

 

当中間連結会計期間 

自平成 13 年４月１日 

至平成 13 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 

自平成 12 年４月１日 

 至平成 12 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自平成 12 年４月１日 

 至平成 13 年 3月 31 日 

       期 別 

 

科 目 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 

Ⅰ売 上 高 

Ⅱ売 上 原 価 

  売 上 総 利 益 

66,477

50,985

15,491

％

100.0

76.7

23.3

67,336

52,118

15,218

％ 

100.0 

77.4 

22.6 

145,311

112,038

33,273

％

100.0

77.1

22.9

Ⅲ販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

13,653

1,837

20.5

2.8

13,664

1,553

20.3 

2.3 

27,000

6,272

18.6

4.3

Ⅳ営 業 外 収 益 582 0.9 740 1.1 1,504 1.0

  受取利息及び配当金 

    持分法による投資利益 

そ       の       他 

Ⅴ営 業 外 費 用 

345

－

236

1,432

464

28

246

1,442

861

55

586

3,077

  支 払 利 息 

    持分法による投資損失 

そ       の       他 

経  常  利  益 

649

71

712

987

2.2

1.5

697

－

745

851

 

 

 

2.1 

 

 

 

1.3 

1,488

－

1,588

4,700

 

2.1

       

 

3.2

Ⅵ特 別 利 益 0.1 3.9 3.3

Ⅶ特 別 損 失 

80

1,265 1.9

2,599

5,119 7.6 

4,853

6,701 4.6

 税金等調整前中間純損失

 税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

 法 人 税 等 調 整 額

  少数株主利益（減算）

 198

－

558

△ 278

△ 190

0.3

－

0.8

△0.4

△0.3

1,668

－

340

△ 964

14

2.5 

－ 

0.5 

△1.4 

0.0 

－

2,852

2,326

△ 1,220

         42 

－

2.0

1.6

△0.8

0.0

 中 間 純 損 失 

 当 期 純 利 益 

288

－

0.4

－

1,058

－

1.6 

－ 

－

1,704

－

1.2
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（３）中間連結剰余金計算書 
 （単位：百万円） 

           期  別 
  
科  目 

 

当中間連結会計期間 
自平成１3年４月 １日 

至平成１3年９月３０日 

金  額 

前中間連結会計期間 
自平成１2年４月 １日 

至平成１2年 9月３0日 

金  額 

前連結会計年度 
自平成１2年４月 １日 

至平成１3年３月３１日 

金  額 
 
Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 
 
 
Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 
  
配 当 金 

 
役 員 賞 与 

 
利 益 に よ る 自 己 株 式  

消 却 に 伴 う 減 少 高 
 
 

Ⅲ 中 間 純 損 失 
 当 期 純 利 益 

 
 

Ⅳ 連結剰余金中間期末（期末）残高 

 
６５，０３３ 

 
 

３，７６２ 
 

１，２５４ 
 

  ５４ 
 
 

２，４５２ 
 
 

２８８ 
―― 

 
 

６０，９８１ 

 
６６，３１１ 

 
 

     １，８３１ 
 

     １，０７８ 
 
４９ 

 
 

７０４ 
 
 

１，０５８ 
―― 

 
 

６３，４２１ 
 

 

 
６６，３１１ 

 
 

２，９８２ 
 

１，０７８ 
 
４９ 

 
 

１，８５５ 
 

 
―― 

１，７０４ 
 

 
６５，０３３ 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

自平成 13 年 4 月 1 日 

至平成 13 年 9 月 30 日

前中間連結会計期間 

 自平成 12 年 4月 1 日 

 至平成 12 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

 自平成 12 年 4月 1 日 

 至平成 13 年 3月 31 日

 
        期  別 

 
 

科  目 金  額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前中間（当期）純損益 
減価償却費 
引当金の増減額 
持分法による投資損益 
受取利息及び受取配当金 
支払利息 
販売用不動産評価損 
有形固定資産除売却損益 
有価証券及び投資有価証券売却損益 
資産及び負債の増減額 
その他 

△１９８

４，１０８

３９２

７１

△３４５

６５３

－

２０２

△５２

８６

７７４

 

△１，６６８ 

４，２５４ 

８９８ 

△２８ 

△４６４ 

６９７ 

－ 

２２７ 

６４９ 

△７９６ 

７７０ 

 

２，８５２

８，７９３

１，５３０

△ ５５

△ ８６１

１，４８８

２９６

３７７

△１，３３０

△ ２，４４９

５５４

小     計 ５，６９４ ４，５４０ １１，１９５

利息及び配当金の受取額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 

４６０

△ ６５１

△２，０８５

６７０ 

△６９９ 

△６３１ 

１，０２６

△ １，５７０

△ ７７７

営業活動によるキャッシュ・フロー ３，４１８ ３，８８０ ９，８７３

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
有形及び無形固定資産の取得による支出 
有形及び無形固定資産の売却による収入 
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 
有価証券及び投資有価証券の売却による収入 
短期及び長期貸付金の貸付 
短期及び長期貸付金の回収 
その他投資に関する収入・支出 

△２，５８３

－

△５４２

２１２

△２７１

５０２

４５

 

△３，１９７ 

－ 

△２５ 

５８１ 

△１，２９１ 

１８７ 

△２１ 

△ ７，８８９

２６１

△ １，１０９

４，８３２

△ １，９４６

１，０３９

９５

   投資活動によるキャッシュ・フロー △２，６３６ △３，７６６ △４，７１６

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入金の調達による収入 
短期借入金の返済による支出 
長期借入金の調達による収入 
長期借入金の返済による支出 
自己株式の取得による支出 
親会社による配当金の支払額 
少数株主への配当金の支払額 

１，１１０

△１，２３７

３，９９０

△３，３２１

△２，４５２

△１，２４６

△２６

 

１，７５２ 

△１，４６０ 

２，２５５ 

△３，２０９ 

△７０４ 

△１，０７０ 

△１８ 

１，９１６

△ ３，６２５

３，６３７

△ ７，４０６

△ １，８５５

△ １，０７０

△ １８

財務活動によるキャッシュ・フロー △３，１８１ △２，４５３ △８，４２１

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 

△１

△２，４０１

１３，０６０

１０，６５８

１０６ 

△２，２３２ 

１６，３４０ 

１４，１０７ 

△１４

△ ３，２８０

１６，３４０

１３，０６０
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
連結子会社  ４２社  
主要会社名：クレハ建設㈱、呉羽運輸㈱、呉羽環境㈱ 

錦商事㈱、呉羽テクノエンジ㈱、呉羽合繊㈱ 
呉羽プラスチックス㈱、加古川プラスチックス㈱ 
クレハロン・インダストリ－B.V. 
クレハ・ケミカルズ（シンガポ－ル）Pte.Ltd. 
クレハ・コーポレーション・オブ・アメリカ  

なお、前連結会計年度において連結子会社でありましたディグナスパネル㈱は清算結

了により連結の範囲から除外しております。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
(１)持分法適用関連会社数 ２社 
主要会社名：ローム・アンド・ハース（スコットランド）Ltd. 

ルトガース・クレハ・ソルベンツ GmbH 
(２)持分法を適用していない関連会社４社は、それぞれ中間連結純損益及び連結剰余金に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除

外しております。 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 連結子会社のうち、日本シンガポールモディファイヤー㈱の中間決算日は９月３０日、そ

の他の連結子会社４１社の中間決算日は６月３０日であります。中間連結財務諸表作成に当

たっては当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を使用しておりますが、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 
そ の 他 有 価 証 券 
  時価のあるもの・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定） 
  時価のないもの・・・主として移動平均法による原価法 
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②デリバティブ・・・時価法 
但し、金利スワップ取引及び金利オプション取引については、

原則として繰延ヘッジ処理によっておりますが、特例処理の要

件を満たすものについては、特例処理によっております。 
③たな卸資産・・・主として移動平均法による原価法 
(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産・・・当社及び国内連結子会社は建物（建物附属設備を含む）は定額 

法により、その他のものは主として定率法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。 

  ②無形固定資産・・・定額法を採用しております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
(３)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。また、在外連結子会社は、

主として債権の実態に応じ貸倒見積額を計上しております。 
     ②賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
③退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められ

る額を計上しております。 
なお、一部国内連結子会社の退職給付債務については、退職給付に係る自己都合

要支給額又は年金財政計算上の責任準備金を用いております。 
また、当社の年金資産には、退職給付信託に係る信託財産が含まれております。 
会計基準変更時差異については、原則として５年による按分額を費用処理してお

ります。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理しております。 
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④役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 

 
（４）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び金利オプション取

引については特例処理によっております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金 
金利オプション 借入金 

③ヘッジ方針 
変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを

回避し、調達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、

金利スワップ取引及び金利オプション取引を行っております。なお、当該取引

は社内管理規程に従って行っております。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効性

を評価しております。但し、特例処理によっている金利スワップ及び金利オプシ

ョンについては、有効性の評価を省略しております。 
（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
 
 
 

 - 15 -



（追 加 情 報） 
金融商品会計 
当中間連結会計期間から、その他有価証券のうち時価のあるものの評価方法につ

いて、金融商品会計に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 11年 1月 22日））を適用しております。 
この結果、その他有価証券評価差額金 8,139百万円が新たに発生し、これに伴い
繰延税金負債 6,129百万円及び少数株主持分 471百万円が増加しております。 
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注記事項 
 
 

（中間連結貸借対照表関係） （百万円） 
 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度 
有形固定資産減価償却累計額 １６０，５５４ １５５，３４９ １５７，７６０ 
保 証 債 務 ５５１ ７４３ ５８２ 
受 取 手 形 割 引 高 ３５０ ３１８ ４９８ 
受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 １３９ ６７ １３７ 

 
 
 

（中間連結損益計算書関係） （百万円） 
 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
特別利益の主要項目    
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ５５ １２２ ２，２２８ 
固 定 資 産 売 却 益 ３ １０ １３２ 
退 職 給 付 信 託 設 定 益 ――  ２，１７６ ２，１７６ 
特別損失の主要項目    
投資有価証券等評価損 ７００ ７７１ ８８３ 
退 職 給 付 費 用 ２９６ ３，８９８ ４，１８９ 
固 定 資 産 除 却 売 却 損 ２０６ ２３７ ５０９ 
販 売 用 不 動 産 評 価 損 ――  ――  ２９６ 

 
 
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記さ

れている科目の金額との関係 
 
 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （百万円）           （百万円） （百万円） 

 現 金 及 び 預 金 勘 定 １０，６５８ １４，１０７ １３，０６０ 
現金及び現金同等物 １０，６５８ １４，１０７ １３，０６０ 
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①．セ グ メ ン ト 情 報 

 

1.事業の種類別セグメント情報 

 当中間連結会計期間（自平成１３年４月１日 至平成１３年９月３０日） 

 機能製品 

事  業 

化学製品 

事  業 

樹脂製品 

事  業 

その他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連  結 

売上高及び営業損益 

  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円

12,063

  161

百万円

13,852

  0

百万円 

 

22,829 
 

  295 

百万円

17,731

 6,426

百万円

 66,477

6,883

百万円

―― 

(6,883)

百万円 

 

 66,477 
 

―― 

計 12,224 13,853 23,125 24,157  73,360 (6,883)  66,477 

  営 業 費 用 11,936 12,541 23,158 23,845  71,481 (6,841)  64,639 

  営業利益又は営業損失（△）   288   1,311   △ 33 311 1,879 (   41) 1,837 

 

 

 前中間連結会計期間（自平成１２年４月１日 至平成１２年９月３０日） 

 機能製品 

事  業 

化学製品 

事  業 

樹脂製品 

事  業 

その他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連  結 

売上高及び営業損益 

  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円

11,194

125

百万円

12,725

1

百万円 

 

25,346 
 

315 

百万円

18,069

6,054

百万円

67,336

6,496

百万円

―― 

(6,496)

百万円 

 

67,336 
 

―― 

計 11,319 12,726 25,662 24,124 73,833 (6,496) 67,336 

  営 業 費 用 11,015 13,081 24,409 23,799 72,306 (6,523) 65,783 

  営業利益又は営業損失（△） 304 △ 355 1,252 325 1,527 26 1,553 

 

 

 前連結会計年度（自平成１２年４月１日 至平成１３年３月３１日） 

 機能製品 

事  業 

化学製品 

事  業 

樹脂製品 

事  業 

その他 

事 業 
計 

消去又は 

全  社 
連  結 

売上高及び営業損益 

  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円

24,099

306

百万円

28,981

2

百万円 

 

50,273 
 

593 

百万円

41,956

13,186

百万円

145,311

14,089

百万円

―― 

(14,089)

百万円 

 

145,311 
 

―― 

計 24,406 28,984 50,866 55,143 159,401 (14,089) 145,311 

  営 業 費 用 23,203 27,965 47,618 54,378 153,166 (14,127) 139,038 

  営 業 利 益 1,202 1,018 3,248 765 6,234 38 6,272 

 

 

（注）１．事業区分の方法 

機能製品事業、化学製品事業、樹脂製品事業の３事業とその他事業にセグメンテーションしております。 

２． 各事業区分の主要製品及び役務の名称 

事業区分 主  要  製  品  等 

機 事 
能 
製 
品 業 

ＰＰＳ樹脂、ＭＢＳ系耐衝撃強化剤、アクリル系耐衝撃強化剤、アクリル系加工助剤、 
ふっ化ビニリデン樹脂、塩化ビニリデンラテックス、 
制電樹脂、機能性コンパウンド、光学材料、 
炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料 

化 事 
学 
製 
品 業 

塩化ビニル樹脂、か性ソーダ、塩酸、液体塩素、次亜塩素酸ソーダ、 
ﾓﾉｸﾛﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾊﾟﾗｼﾞｸﾛﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ｵﾙｿｼﾞｸﾛﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、 
塩化ﾍﾞﾝｼﾞﾙ、2,6ｼﾞｸﾛﾙﾄﾙｴﾝ、クレスチン、クレメジン、コバルジン、 
ラブサイド、ＤＤＶＰ、メトコナゾール、イプコナゾール、 
粒状培土、園芸培土 

樹 事 
脂 
製 
品 業 

塩化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝﾌｨﾙﾑ、塩化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ、熱収縮多層ﾌｨﾙﾑ、非収縮多層ﾌｨﾙﾑ、多層ボトル、 
ハイバリアーラミネート基材、NEW クレラップ、流し台用水切りｺﾞﾐ袋、掃除機用紙パック、 
ふっ化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝ釣糸、人工芝および敷設工事、天然芝生造成工事、自動充填結紮機、 
金属蒸着ﾌｨﾙﾑ 

そ 事 
の 
他 業 

運送及び倉庫業務、産業設備の設計・工事監督業務、土木建築工事の施工請負業務、 
産業廃棄物の処理 

 

 

 － 18 －



 

 

２．所在地別セグメント情報 

 当中間連結会計期間（自平成１３年４月１日 至平成１３年９月３０日） 

 
日 本 ヨーロッパ アジア 北アメリカ 計 消去又は全社 連 結 

 売上高及び営業損益 

  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円

59,787

  881

百万円

 3,773

            0

百万円

2,083

173

百万円

 832
 

18

百万円

 66,477

1,073

百万円

―― 
 

(1,073)

百万円 

 

 66,477 
 

―― 

計 60,669  3,773 2,257   850  67,550 (1,073)  66,477 

  営 業 費 用 58,772  3,818 2,254   808  65,654 (1,015)  64,639 

  営業利益又は営業損失（△） 1,896 △    45 2    42 1,896    (   58) 1,837 

 

 前中間連結会計期間（自平成１２年４月１日 至平成１２年９月３０日） 

 
日 本 ヨーロッパ アジア 北アメリカ 計 消去又は全社 連 結 

 売上高及び営業損益 

  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円

61,060

872

百万円

 3,791

0

百万円

1,790

117

百万円

695

33

百万円

67,336

1,023

百万円

―― 
 

(1,023)

百万円 

 

67,336 
 

―― 

計 61,932  3,791 1,907 728 68,360 (1,023) 67,336 

  営 業 費 用 60,621  3,799 1,741 711 66,874 (1,091) 65,783 

  営業利益又は営業損失（△） 1,310 △   7 166   16 1,486 67 1,553 

 

前連結会計年度（自平成１２年４月１日 至平成１３年３月３１日） 

 
日 本 ヨーロッパ アジア 北アメリカ 計 消去又は全社 連 結 

 売上高及び営業損益 

  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円

131,583

1,949

百万円

 8,098

0

百万円

3,982

300

百万円

1,646

71

百万円

145,311

2,322

百万円

―― 
 

(2,322)

百万円 

 

145,311 
 

―― 

計 133,532  8,099 4,283 1,718 147,633 (2,322) 145,311 

  営 業 費 用 127,753  8,115 4,066 1,526 141,462 (2,423) 139,038 

  営業利益又は営業損失（△） 5,779 △  16 216 191 6,171 101 6,272 

 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

（１）ヨーロッパ…………イギリス・フランス・ドイツ・オランダ・ベルギー 

（２）ア ジ ア…………シンガポール 

（３）北アメリカ…………アメリカ合衆国 
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３．海 外 売 上 高 

当中間連結会計期間（自平成１３年４月１日 至平成１３年９月３０日） 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

 

Ⅰ 海外売上高 

百万円

 5,272 

百万円

5,289 

百万円

1,824 

百万円

12,387 

Ⅱ 連結売上高     66,477 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合(％) 
  7.9 8.0 2.7 18.6 

 

前中間連結会計期間（自平成１２年４月１日 至平成１２年９月３０日） 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

 

Ⅰ 海外売上高 

百万円

4,964 

百万円

5,057 

百万円

1,957 

百万円

11,979 

Ⅱ 連結売上高    67,336 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合(％) 
  7.4 7.5 2.9 17.8 

 

前連結会計年度（自平成１２年４月１日 至平成１３年３月３１日） 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

 

Ⅰ 海外売上高 

百万円

11,419 

百万円

8,718 

百万円

4,141 

百万円

24,279 

Ⅱ 連結売上高    145,311 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合(％) 
  7.9 6.0 2.8 16.7 

 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

（１）ヨーロッパ…………イギリス・フランス・ドイツ・オランダ・ベルギー 

（２）ア ジ ア…………中国・シンガポール 

（３）その他の地域…………アメリカ合衆国・オーストラリア 

３． 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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②．リ ー ス 取 引  

                                          （単位：百万円） 

          期  別 

  項  目 （ 

当 中 間 連 結 会 計 期 間
自平成 1 3 年 4 月 1 日
至平成 13 年 9 月 30 日）（

前 中 間 連 結 会 計 期 間
自平成 1 2 年 4 月 1 日
至平成 12 年 9 月 30 日） （ 

前 連 結 会 計 年 度 
自平成 12 年 4 月 1 日
至平成 13 年 3 月 31 日）

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当 

額、減価償却累計額相当額及 

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
 

取 得 

価 額 

相当額 

減 価

償 却

累計額

相当額

中 間

期 末

残 高

相当額

 
 

取 得

価 額

相当額

減 価

償 却

累計額

相当額

中 間 

期 末 

残 高 

相当額 

   
 

取 得

価 額

相当額

減 価

償 却

累計額

相当額

 

期 末

残 高

相当額

 

機械装置 

及 び 

運搬具 

683 

 

409 273

 

機械装置

及 び

運搬具

588 334 254 

 

   
機械装置 

及 び 

運搬具 

648 403 245

工具器具 

備 品 1,791 1,019 772
工具器具

備 品 1,631 875 756 
工具器具 

備 品 1,745 1,015 730

ソ フト 

ウェア 
18 4 14 ソ フト

ウェア
－ － － 

  

ソフト 

ウェア 
18 2 16

合 計 2,494 1,433 1,060 合 計 2,219 1,209 1,010   合 計 2,413 1,420 992

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

（支払利子込み法により算定して 

おります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オペレーティング・リース取引 

２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

 １年内     ４１１ 

 １年超     ６４８  

 合 計    １,０６０ 

３． 支払リース料及び減価償却

費相当額 

支払リース料   ２６１ 

減価償却費相当額 ２６１ 

４． 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

未経過リース料 

 １年内     ７８ 

 １年超     ８１  

 合 計     １６０  

 

２．未経過リース料中間期末残 

高相当額 

 １年内     ３４６ 

 １年超     ６６３ 

 合 計   １,０１０   

３． 支払リース料及び減価償却

費相当額 

支払リース料   ２４５ 

減価償却費相当額 ２４５ 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、 

残存価額を零とする定額法に 

よっております。 

 

未経過リース料 

 １年内     ７２ 

 １年超     ８７ 

 合 計     １６０ 

２．未経過リース料期末残

高相当額 

 １年内     ３６４  

 １年超     ６２８  

 合 計     ９９２  

３． 支払リース料及び減価償却  

費相当額 

支払リース料     ４６７ 

減価償却費相当額 ４６７ 

４． 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

未経過リース料 

 １年内     ８３  

 １年超     ６６  

 合 計     １４９ 
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③．有 価 証 券 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度 
平成１３年９月３０日現在 平成１２年９月３０日現在 平成１３年３月３１日現在 

 

中間連結

貸借対照

表計上額 

時価 差額 中間連結

貸借対照

表計上額 

時価 差額 連結貸借

対照表計

上額 

時価 差額 

国債・地方債等 1,272 1,280 8 1,243 1,241 △   2 1,274 1,281 6 

 
 
２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 
平成１３年９月３０日現在 

 

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 
株式 １６，０７４ ３０，８０７ １４，７３２ 

    
なお、前中間連結会計期間末及び前連結会計年度においては時価評価を行っておりません。 

   
   
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度 

平成 13年 9月 30日現在 平成 12年 9月 30日現在 平成 13年 3月 30日現在 

 

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非上場株式等（店頭公開株式を

除く） 

           
       ９８９ 

 
５６８ 

 
４９５ 
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④．デ リ バ テ ィ ブ 取 引 
 

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間末（平成１３年9月３0日現在） 前中間連結会計期間末（平成１２年9月３0日現在） 前連結会計年度（平成１3年3月31日現在） 

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等   

うち１年超 時 価 
区 
分 
種   類 

 うち１年超 時 価 評価損益  うち１年超 時 価 評価損益  

  

評価損益 

 

 

253 

108 

― 

― 

 

 

 

 

─ 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

─ 

 

 

 

 

256 

108 

― 

― 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

△     3 

△     0 

― 

― 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

― 

― 

95 

160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

96 

161 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

△     0 

△     0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

208 

105 

― 

116 

 

 

 

 

(5) 333 

 

 

 

 

― 

-― 

-― 

―- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

214 

108 

― 

123 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

△  6 

△  3 

― 

△      6 

 

 

 

 

0 

 

 

 
市
場
取
引
以
外
の
取
引 

為替予約取引 

（売建） 

  スイスフラン 

  ユーロ 

ドイツマルク 

  米ドル 

 

通貨オプション取引 

（売建） 

コール 

ユーロ 

（買建） 

プット 

  ユーロ 
― ― ― ― ― ― ― ― (5)161  3 △      1 

合   計 ― ― ― △     3 ― ― ― △     0 ― ― ― △     17 

 
（注） 
１．時価の算定方法 
（１）為替予約取引 
     先物為替相場を使用しております。 
（２）通貨オプション取引 
金融機関より提示された価格を使用しております。 

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 
３．通貨オプション取引の契約額等の（ ）内の金額はオプション料の連結貸借対照表計上額であり、それに対応する時価及び評

価損益を記載しております。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

当中間連結会計期間 

 自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 事業区分 

生産高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  １０,２１５ ＋１１．３ 

化学製品事業  １１,４９０  ＋５．７ 

樹脂製品事業 １８,５１８  △６．８ 

合計  ４０,２２４  ＋０．８ 

(注) １ 金額は平均販売単価によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
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(2) 受注状況 

その他事業のうち、土木建築工事の施工請負等の受注実績は次のとおりであります。なお、

これ以外の製品については見込生産を行っております。 

  

当中間連結会計期間 

 自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 事業区分 

受注高(百万円) 対前年同期比(％) 受注残高(百万円) 対前年同期比(％)

その他事業 ５,８４４  △３１．２ ４,２８５  △２６．２  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

当中間連結会計期間 

 自 平成13年４月１日 

至 平成13年９月30日 事業区分 

販売高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  １２,０６３ ＋７．８ 

化学製品事業 １３,８５２  ＋８．９ 

樹脂製品事業  ２２,８２９  △９．９ 

その他事業  １７,７３１  △１．９ 

合計  ６６,４７７  △１．３ 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 



平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 15日

上   場   会   社   名   呉羽化学工業株式会社 上場取引所 東 大

コード番号      4023 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　阿久根　豊 TEL (03) 3249 - 4662
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 15日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 40,904 △ 0.0 1,785 98.1 1,597 109.1
12年 9月中間期 40,923 △ 0.6 901 △ 20.8 763 △ 25.8
13年 3月期 85,950 4,115 3,720

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 39 - 0.19
12年 9月中間期 △ 1,230 - △ 5.73
13年 3月期 1,554 7.30
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期 205,994,450 株   12年 9月中間期 214,842,680 株   13年 3月期 213,004,599 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

（注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当     0円   00銭

13年 9月中間期 0.00 -    特別配当     0円   00銭

12年 9月中間期 0.00 -
13年 3月期 - 6.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 147,521 88,217 59.8 435.42
12年 9月中間期 140,850 83,372 59.2 390.86
13年 3月期 141,352 85,005 60.1 406.41
(注)　期末発行済株式数    13年 9月中間期 202,601,909 株   12年 9月中間期 213,305,909 株   13年 3月期 209,163,909 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 87,000 4,300 2,000 6.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   9 円 87 銭 



                           －1－

 
個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

 

（１）中間貸借対照表                                                            （単位：百万円）            
当中間会計期間末 

(平成13年9月30日現在) 
前中間会計期間末 

(平成12年9月30日現在) 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成13年３月31日現在） 

        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
  
Ⅰ 
〈 資 産 の 部 〉 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 

６，２５２ 
１，９８８ 
２４，６４３ 
１４，０１７ 
７３４ 
５，１１７ 
△   ６１５ 

 
% 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

１０，０６０ 
２，３１９ 
２４，１７７ 
１２，４８２ 
７５６ 

１０，４６４ 
△ １，３２２ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

９，０４７ 
２，１８０ 
２７，２９３ 
１２，７９７ 
６０４ 
５，６１０ 
△    ４６ 

 
% 

 
 
Ⅱ 
１． 

流 動 資 産 合 計 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
土 地 
そ の 他 

５２，１３６ 
 
 
 

９，６１７ 
６，２５６ 
１６，８００ 
７，７４３ 
３，１３５ 

35.3 
 
 
 
 
 
 
 
 

５８，９３９ 
 
 
 

９，４１０ 
５，７６６ 
１６，８９２ 
６，６４４ 
３，６１６ 

41.8 ５７，４８８ 
 
 
 

９，７５９ 
５，９１７ 
１７，３９２ 
６，６４４ 
３，１８０ 

40.7 

 
 
２． 

有形固定資産合計 
 

無 形 固 定 資 産 
 

４３，５５４ 
 

１，８３３ 
 

29.5 
 

1.3 

４２，３３０ 
 

１，１６９ 

30.1 
 

0.8 

４２，８９４ 
 

１，５０９ 

30.3 
 

1.1 

３．投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
長 期 貸 付 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
４０，４４２ 
７，８７２ 
１，８８２ 
△   ２００ 

  
２９，５８９ 
５，９５５ 
３，０３７ 
△   １７１ 

  
２８，８８０ 
８，１１３ 
２，６５５ 
△   １８９ 

 

 投資その他の資産合計 ４９，９９６ 33.9 ３８，４１１ 27.3 ３９，４５９ 27.9 
 固 定 資 産 合 計 ９５，３８４ 64.7 ８１，９１１ 58.2 ８３，８６４ 59.3 

資 産 合 計 １４７，５２１ 100.0 １４０，８５０ 100.0 １４１，３５２ 100.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                           －2－

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （単位：百万円） 
当中間会計期間末 

(平成13年9月30日現在) 
前中間会計期間末 

(平成12年9月30日現在) 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成13年3月31日現在） 

        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
 
Ⅰ 
〈 負 債 の 部 〉 
流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
未 払 法 人 税 等 
賞 与 引 当 金 
そ の 他 

 
 

１，４４３ 
８，７９３ 
２１，４６６ 
１７６ 
１，００７ 
６，９４６ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

１，４２７ 
９，０９５ 
２３，６６９ 
２１ 

１，０１３ 
６，７０６ 

 
% 

 
 
 
 
 

 

 
 

１，２９３ 
９，６３６ 
２１，２６１ 
１，５４３ 
９９０ 
７，４８２ 

 
% 

 
 
 
 
 

 

 
 
Ⅱ 

流 動 負 債 合 計 
 
固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 

３９，８３３ 
 
 

１３，７６４ 
４，１０５ 
１，４２３ 
１７６ 

 27.0 
    
    
 
 
 
 

４１，９３４ 
 
 

１４，２３６ 
－ 

１，０３８ 
２６９ 

29.8 ４２，２０７ 
 
 

１２，７８１ 
－ 

１，０６１ 
２９６ 

29.9 

 固 定 負 債 合 計 １９，４７０  13.2 １５，５４４ 11.0 １４，１３９ 10.0 
５９，３０３ 

 
 
 

１２，４６０ 
９，７０１ 
３，１１５ 

 
５０，２８１ 
５，７４３ 

 40.2 
   
 

 
8.4 
6.6 
2.1 
 

 
      

５７，４７８ 
 
 
 

１２，４６０ 
９，７０１ 
３，１１５ 

 
５０，２８２ 
７，８１３ 

40.8 
 
 
 

8.8 
6.9 
2.2 

５６，３４６ 
 
 
 

１２，４６０ 
９，７０１ 
３，１１５ 

 
５０，２８２ 
９，４４６ 

39.9 
 
 
 

8.8 
6.9 
2.2 

５６，０２５ 38.0 ５８，０９５ 41.3 ５９，７２８ 42.2 
６，９１５ 4.7 － － － － 

 
 
 
 
Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 
Ⅳ 
  

 
 
Ⅴ 
 

負 債 合 計 
 

 
〈 資 本 の 部 〉 
資 本 金 
資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 の 剰 余 金 
任 意 積 立 金 
中間（当期）未処分利益 
そ の他 の剰 余金 合計 
その他有価証券評価差額金 
資 本 合 計  ８８，２１７ 59.8 ８３，３７２ 59.2 ８５，００５ 60.1 

負 債 ・ 資 本 合 計 １４７，５２１ 100.0 １４０，８５０ 100.0 １４１，３５２ 100.0 

 



（２）中間損益計算書               （単位：百万円）   
当中間会計期間 

 

自平成 13 年４月１日 

至平成 13 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 

 

自平成 12 年４月１日 

至平成 12 年 9 月 30 日 

前事業年度    

要約損益計算書 

自平成 12 年４月１日 

至平成 13 年 3 月 31 日 

       期 別 

科 目 

 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 

Ⅰ売 上 高

Ⅱ売 上 原 価

40,904

28,106

％

100.0

68.7

40,923

29,080

％ 

100.0 

71.1 

 

85,950 

59,721 

％

100.0

69.5

  売 上 総 利 益

Ⅲ販売費及び一般管理費

12,797

11,012

31.3

26.9

11,843

10,942

28.9 

26.7 

26,228 

22,112 

30.5

25.7

    営 業 利 益

Ⅳ営 業 外 収 益

1,785

675

4.4

1.7

901

890

2.2 

2.2 

4,115 

1,678 

4.8

2.0

  受取利息及び配当金

そ       の       他

Ⅴ営 業 外 費 用

456

219

863 2.1

650

239

1,027

1,061 

617 

2,074 

  支 払 利 息

そ       の       他

284

579  

310

717

 

 

2.5 

 

 

636 

1,437 

 

2.4

 

    経 常 利 益

Ⅵ特 別 利 益

1,597

32

3.9

0.1

763

2,261

1.9 

5.5 

3,720 

4,338 

4.3

5.1

    投資有価証券売却益 

退職給付信託設定益

  固 定 資 産 売 却 益

Ⅶ特 別 損 失 

32

－

－

   1,573 3.9

82

2,176

2

   5,117

 

 

 

12.5 

2,159 

2,176 

2 

5,485 6.4

投資有価証券等評価損

 貸 倒 引 当 金 繰 入

 固定資産除却売却損

 退 職 給 付 費 用

  貸 倒 損 失

810

580

181

－

－

 1,080

205

224

3,607

－

 

 

 

 

1,278 

87 

386 

3,607 

125 

 税引前中間（当期）純利益

税 引 前 中 間 純 損 失 

法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額

56

－

250

△  232

0.1

－

0.6

△ 0.6

－

2,093

45

△  908

－ 

5.1 

0.1 

△ 2.2 

2,573 

－ 

1,770 

△  750 

3.0

－

2.1

△ 0.9

 中間（当期）純利益

中 間 純 損 失

前 期 繰 越 利 益 
利益による自己株式消却額 

39

－

8,157

2,452

0.1

－

－

1,230

9,747

704

－ 

3.0 

 

 

1,554 

－ 

9,747 

1,855 

1.8

－

中間（当期）未処分利益 5,743 7,813  9,446 

 
 

－３－ 



（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券 

満期保有目的の債券 …償却原価法（定額法） 
子会社株式及び関連会社株式 …移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの …中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 
時価のないもの …移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ …時価法 
但し、金利スワップ取引及び金利オプション取引については、原

則として繰延ヘッジ処理によっておりますが、特例処理の要件を満

たすものについては、特例処理によっております。 
（３）たな卸資産 …移動平均法による原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

建物（建物附属設備を含む） …定額法 
上記以外 …定率法 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 
（２）無形固定資産 …定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 
（２）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。 
なお、年金資産には、退職給付信託に係る信託財産が含まれております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理しております。 
（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 

                  －4－ 



 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
５．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び金利オプション取引に

ついては特例処理によっております。 
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金 
金利オプション 借入金 

（３）ヘッジ方針 
変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを回避

し、調達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、金利スワ

ップ取引及び金利オプション取引を行っております。なお、当該取引は社内管理規

程に従って行っております。 
（４）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評

価しております。 
但し、特例処理によっている金利スワップ及び金利オプションについては、有効

性の評価を省略しております。 
 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理について 
税抜方式によっております。 

 
（追 加 情 報） 
 
金融商品会計 
当中間会計期間からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金

融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成 11 年１月 22 日））を適用しております。この結果、その他有価証券評価差
額金 6,915百万円が新たに発生し、これに伴い繰延税金負債 4,954百万円が増加してお
ります。 
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注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係）           当中間会計期間     前中間会計期間       前事業年度   

１． 有形固定資産の減価償却累計額     １１０，６４１百万円  １０７，６２６百万円  １０９，１４７百万円 

２． 保証債務                 ８，５５６百万円   １０，０９１百万円    ９，６２７百万円 

３． 自己株式の数及び               ７６７株      １，５２７株        ７１３株   

  貸借対照表価額                ２９２千円       ４３８千円       ２０１千円 

４． 発行済株式数の減少内訳： 

   自己株式の消却   消却株式数     ６，５６２千株     ２，２９６千株     ６，４３８千株   

             株式の取得価額   ２，４５２百万円      ７０４百万円     １，８５５百万円 

（中間損益計算書関係） 

   研究開発費の総額               ２，９６０百万円    ２，６７５百万円    ５，５２１百万円 
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①．リ ー ス 取 引                                           （単位：百万円） 

          期  別 

  項  目 （ 

当 中 間 会 計 期 間 
自平成 1 3 年 4 月 1 日
至平成 13 年 9 月 30 日）（

前 中 間 会 計 期 間 
自平成 1 2 年 4 月 1 日
至平成 12 年 9 月 30 日） （ 

前 事 業 年 度 
自平成 12 年 4 月 1 日
至平成 13 年 3 月 31 日）

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当 

額、減価償却累計額相当額及 

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
 

取 得 

価 額 

相当額 

減 価

償 却

累計額

相当額

中 間

期 末

残 高

相当額

 
 

取 得

価 額

相当額

減 価

償 却

累計額

相当額

中 間 

期 末 

残 高 

相当額 

   
 

取 得

価 額

相当額

減 価

償 却

累計額

相当額

 

期 末

残 高

相当額

   

機械装置 113 17 95
  

機械装置 － － － 
   

機械装置 89 5 83

車 両 

運搬具 201 111 90
車 両

運搬具 215 132  82 

  

車 両 

運搬具 211 158 53

工具器具 

備 品 602 295 306
工具器具

備 品 501 284 217 
工具器具 

備 品 591 343 247

ソ フト 

ウェア 
18 4 14 ソ フト

ウェア
－ － － 

  

ソフト 

ウェア 
18 2 16

合 計 936 428 507 合 計 716 417 299   合 計 912 510 401

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

（支払利子込み法により算定して 

おります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オペレーティング・リース取引 

２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

 １年内     １９１ 

 １年超     ３１５  

 合 計     ５０７ 

３． 支払リース料及び減価償却

費相当額 

支払リース料   １０３ 

減価償却費相当額 １０３ 

４． 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

未経過リース料 

 １年内     ６４ 

 １年超     ５３  

 合 計     １１７  

 

２．未経過リース料中間期末残 

高相当額 

 １年内     １３８  

 １年超     １６１  

 合 計     ２９９    

３． 支払リース料及び減価償却

費相当額 

支払リース料   ７９ 

減価償却費相当額 ７９ 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、 

残存価額を零とする定額法に 

よっております。 

 

未経過リース料 

 １年内     ６１  

 １年超     ８７ 

 合 計     １４９ 

２．未経過リース料期末残

高相当額 

 １年内     １５７  

 １年超     ２４４  

 合 計     ４０１  

３． 支払リース料及び減価償却  

費相当額 

支払リース料     １７３ 

減価償却費相当額 １７３ 

４． 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

未経過リース料 

 １年内     ５８  

 １年超     ６５  

 合 計     １２３ 

 

②．有 価 証 券 

 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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